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生活をデザインする：生活機能構成学のアプローチ特　集

生活機能と構造

　これまで「生活」という日常生活空間での人が生

きるための活動は工学や技術が直接扱う対象という

よりはむしろ，工学や技術が直接対象とした製品や

機能が作用した結果生じるもの，つまり工学や技術

の対象の外側にあるものと考えられてきた．しか

し，最近のモノからコトへのパラダイムシフトの中

で，製品や機能の結果として起こる作用過程，プロ

セスやダイナミクスとしてのコトを直接の対象とし

て，それが良い状態であるように制御することが重

要となっている．産業においてもコトへのパラダイ

ムシフトはサービスへの関心の高まりに表れている．

たとえば，モノかサービスかという二分法ではなく，

顧客へ価値を提供する手段として企業活動を考える

サービスドミナントロジックや，生活中で行動する

人やマーケットを含めた社会系をシステム（サービ

ス・システム）として考えるサービス工学などがこ

こ数年注目され，そのための技術開発も進んできて

いる 1）．これまでもっぱら交換価値にあった関心が

利用価値や経験価値に移ったことで，価値は供給者

側が主体となって生み出すのではなく，供給者側の

働きかけにより，利用者側が主体となって実体化す

るものとして認識されるようになった．つまり，工

学や技術が目指す目的も，交換価値の高い製品を作

ることから利用者側の利用価値や経験価値を高める

ことに関心が移り，その価値は生活の中で評価され

るものであると考えざるを得ない．特に利用者の価

値観が多様になっている現在では，供給者側が考え

る事前の想定が外れることも多いため，利用者側の

情報を持続的に観測し，供給者側にフィードバック

するための情報処理が重要になる．すると，必然的

にこれまでは供給側が事前に仮定することの多かっ

た利用者側の状態や行動をデータを通じてモデル化

し，動的に予測する仕組みが重要になる．また工学

や技術が対象とするシステムの概念がこれまでのい

わゆるハードシステムにとどまらず，利用者側の状

態や行動も含めた人間系とハード系のハイブリッド

システム，ソフトシステムに拡張されるので，生活

の場面を工学的な計算対象や制御対象として取り扱

うための枠組みとして，本特集で取り上げられてい

る生活機能分類（ICF）が重要になる．生活機能分

類は生活中の行動を分類し，それをコード化してい

るだけではなく，そこに人の行動の持つ意味や構造

を規定しているところにも大きな特色がある．特に

社会参加という目的に対する手段として個々の行動

が位置づけられていること，「できる行動」，「実際

にしている行動」を区別すること，などが本質的で

ある．本稿ではこうした生活機能の要素である活動

と状況や目的の間にある関係を生活機能の構造とし

て理解し，分析を行うためのアプローチを紹介する．

生活機能の観測技術

　国際生活機能分類（ICF）では生活機能（function-

ing）を心身機能・構造（body functions & struc-

tures）のレベル，活動（activities）のレベル，社会

参加（participation）のレベル，という 3 階層で表す．

心身機能・構造のレベルに相当する身体の位置や物

理的な情報は筋電や加速度，接触センサなどを通じ
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て電子データとして観測することが

できる．そのデータの値から活動レ

ベルの生活機能（活動ラベル）を推

定することを考える．観測されたセ

ンサデータの値を入力とし，人手で

付与された活動ラベルを正解として

与えて機械学習により認識モデルを

構築することで，センサデータが与

えられたときの事後確率 P（活動ラ

ベル｜センサ）を最大にする活動ラ

ベルが推定結果として得られる．

　しかし，活動レベルの上位に位置

する社会参加のレベルはセンサの値

だけからは推定が難しい．そこで，

ある社会参加活動はどのような活動

レベルの生活機能から構成されるか，

という関係を大規模なデータベースとして得ること

ができれば，機械学習により構築できる確率モデル

P（社会参加｜活動ラベル）によって推定すること

ができる．産業技術総合研究所 デジタルヒューマ

ン工学研究センター 生活・社会機能デザイン研究

チームでは自由記述に基づく日常生活データの収集

を 23 日間行い，自由記述テキストから 24,378 種

類の生活機能分類のラベル付けを行った 2）．さらに，

5 日間分については，行動の目的についても人手で

分類し，3,964 種類の行動については目的の付与も

行われた．ただし，自由記述テキストの中に，既存

の ICF コードには存在しない行動などもあり，こう

した場合には，ICF で定義されていない行動を新た

に追加することが必要となる．コード化した 5 日

分の行動分類を集計した結果，「手の込んだ食事の

調理」という参加レベルの行動と同時に発生してい

る「引くこと」「持ち上げる」「手にとって運ぶ」「モ

ノを置く」「押すこと」などの活動の間の関係（共

起頻度）が得られた（図 -1）．また，同様にして，「持

ち上げる」などの活動と関係するモノとその属性（重

さ）の間の関係も集計することができ，日常生活全

体の約 43% の行動に「持ち上げる」が同時に発生

しており，そのうち「300g 以上のモノ」を持ち上

げることが約 10% であること等の知見が明らかに

なった．これによりたとえば生活支援ロボットなど

を開発する際の必要条件の設定や効果評価ができる．

生活機能構造のモデル化技術

　生活中に観測したデータに対して大量に行動ラベ

ルを付与したデータを収集することができれば，同

じ時間区間に共起した事象の間の関係を条件付き確

率によってモデル化し，行動を分析することができ

る．大量の変数の間の条件付き確率をモデル化する

際に使われる確率モデルとしてベイジアンネット

（図 -2）があり，これによって日常生活のモデル化

を行い，子どもの傷害予防やユーザ適用システムに

応用する研究も進んでいる 3），4）．

　ベイジアンネットは確率変数をノードとするグラ

フ構造と，各ノードに割り当てられた条件付き確率

分布群によってモデルが定義される．条件付き確率

が与えられる側の変数を子ノードと呼び，親ノード

から子ノードの向きへ有向リンクを張る．各変数の

条件付き確率分布は，条件付き確率表（conditional 

probability table：CPT）として表現され，非正規性，

非線形性，交互作用を含んだモデル化も可能になる．

図 -1　手の込んだ食事の調理と関係する活動の共起頻度
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　ある行動 b が発現した背景となる説明変数とし

ては，ICF でも規定されている生活機能に影響を与

える因子である個人因子 p, や環境因子 e の中から

影響が強いものを情報量規準に基づいて自動的に探

索して，P(b|p,e) として生活行動をモデル化する

ことができる．状況を表す変数群 e の間にさらに

多段の因果的な構造が現れる場合もある．このよう

にして，人間の生活行動に関する因果構造「このよ

うな状況のときにはこの行動をとる」という生活機

能の関係を構造化し，その行動が何に起因して起こ

りやすいのかを理解し，その行動が起こる確率を上

げたり，望ましくない状況が起こる確率を下げる条

件などが推定できる．たとえば，実際に子どもの事

故が発生したときの記録から行動や状況を集計して

モデルを構築し，ある年齢の子どもが危険な行動を

とる確率を計算し，その確率を小さくするにはどう

すればよいかを親に伝えるような応用が考えられる．

日常場面でのデータ活用技術

　生活行動観察データが大量に収集できれば，先に

述べたモデル化技術によって行動が起こる確率を推

定したり，望ましい状態が起こりやすくするような

応用が考えられる．しかし，観察するためのコスト

とプライバシー懸念などが社会的に容認できなけれ

ば，データを収集することは難しい．もちろん実際

のリスクを下げる個人情報保護技術は重要である

が，プライバシー懸念はそもそも心理的なものであ

り，コストやプライバシー懸念とのトレードオフと

なるベネフィットを高めることも重要である．した

がって集まるデータを活用することで生活者や社会

にとって十分な利益が得られる何らかのサービスが

同時に提供される必要がある．これはデータを活用

するということに対する社会的合意や受容性の問題

であり，そこでは生活中の文脈や，社会の合意とい

った，純粋に技術や従来の狭義の工学では扱いづら

い社会学的課題についても考慮せざるを得ない．つ

まりデータ活用技術を成立させるためには，技術の

開発側，供給側の論理だけでは不十分で，利用者側

や，受け入れるコミュニティや社会との対話や共創

が不可欠になる．持続的にデータを収集し続けるた

めには前章までに述べた生活行動データを分析・モ

デル化することによって，意義の高い活用方法を考

え，社会的にも受容される技術やサービスを早期に

実現することが重要である．たとえば，すでに社会

的にも広く認知されている技術・サービスの 1 つ

に情報推薦がある 5）．日常生活の場面で，料理のレ

シピや，お買い物情報などの推薦を得られるサービ

スなどが実用化され，これを利用する人も増えてい

るので，モデルを構築するためのデータも十分集ま

っている．スマートハウスなど家のインテリジェン

ト化が進むことで今後はこうしたサービスを通じて

得られるデータを推薦サービスそのもので利用する

だけでなく，汎用の行動予測モデルを構築すること

で消費電力の低減や二酸化炭素排出量の低減などの

二次的な目的にも利用することが考えられる．また，

医療や介護の現場などでも電子カルテや多くの電子

機器によって，さまざまな行動が観測可能になって

きている．こうした現場でも医療安全や業務負荷低

減などの問題解決のため，大規模データを活用する

ことが望まれている．

子どもの行動データ活用事例

　被災地では，小学校の校庭や運動場などに仮設住

宅が建設されており，子どもの遊び場が使えなくな

ってしまったために，子どもの成長への影響が懸念

されている．こうしたことから，産総研では成育医

療センターと協力して，被災地における子どもの心の

ケアの一貫として，ロッククライミング型の遊具ノボ

レオン 6）（図 -3）を被災地で活用する取り組みを開

始した．この遊具は登る際につかむ突起に LED と

センサが内蔵されており，難易度によって異なる目
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標到達地点を示し，子どもたちが登った経路や時間

などを計測することができる．宮城県気仙沼市にお

いて，遊具を用いた計測実験を 2 回行い，延べ 310

人（4 ～ 11 歳）の参加者のデータを取得した．取

得した行動データを過去の計測データと合わせて，

遊びの回数とスキル獲得の関係を分析した．図 -4

に遊びの回数とスキル獲得の関係を示す．図 -4 で

は，今回の実験では遊ぶ回数が増えるにつれて，斜

めの移動スキルが特に向上したことが示されている．

　また，計測したデータに基づきベイジアンネッ

トワークを構築することで，スキル獲得モデル

（図 -5）を作成した．

　このモデルでは，各行動の間の関係と，目標への

到達回数と時間との間の構造が獲得示されている．

これにより，斜めの移動割合が目標への到達回数と

強く関連していることが分かる．こうした分析結果

を分かりやすく効果的に子どもにフィードバックす

ることで運動への関心や向上心を喚起することが期

待され，被災地における子どもの心のケアに役立つ

仕組み作りが進められている．

生活行動データ活用の時代

　本稿では生活機能分類によって可能になる，観測

データからの生活機能構造のモデル化，生活行動デ

ータ活用技術について紹介した．行動分析学や社会

科学など，従来から人間の行動を理解しようとする

試みには長い歴史がある．しかし，現在のように誰

もが手軽に行動を電子データとして記録し，それを

大量に収集できる時代はこれまでにはなかった．こ

れからの時代，我々がどのようなサービスや情報処

理技術によってこうした生活行動データを活用し，

それがどのように社会に受け入れられていくのか，

歴史的にも重要な時代の転換期が訪れているのでは

ないだろうか．
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